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日本スポーツ少年団は、1961（昭和 36）年 6 月に公布された「スポーツ振興法」
の、第八条（青少年スポーツの振興）で記された「国及び地方公共団体は、青少年
スポーツの振興に関し特別の配慮をしなければならない」4）に応えるかたちで、日
本体育協会 5）の事業として、1962（昭和 37）年 6 月に 22 団 753 名で設立された。 
わずか数百名で設立された団体であったが、日本体育協会と各都道府県の体育
協会が連携して育成が急速に進められ、1964（昭和 39）年 11 月には全都道府県に
おいて設立がなされ 6）、設立から 10 年が経過した 1972（昭和 47）年には、80 万
名を超える子どもたちが所属するまで拡大した。 























た「第 10 次育成 6 か年計画－アクションプラン 2017－」では、全体目標として
「スポーツを通して地域の人々がつながるスポーツ少年団組織の構築」、数値目標
として「2022 年度までに対象年齢に対するスポーツ少年団への登録率を増加させ
る(約 10 年前の水準に戻す）」が掲げられた。 
そして、これらの目標を達成するために、「組織の整備・強化」、「指導者・リ
ーダーの育成」、「活動の充実」、「スポーツ少年団の理念の普及・実践とオリン





































員会の第 2 回総会（1960（昭和 35）年 5 月開催）で決定された「青少年に対する
オリンピック啓蒙運動推進のための機関設置」という方針に則り、日本体育協会が
中心となって進められた 18）。 




























































































































































団 30 年史』27）と『日本スポーツ少年団 50 年史』28）があげられる。 
『日本スポーツ少年団 30 年史』では、「日本スポーツ少年団誕生の母体は、1964















少年団の組織構想や各規定などが決定され、1962（昭和 37）年 6 月 23 日に設立さ






































































ch Mevert und Rolf Lutz, Chronologie der 50‐jährigen Arbeit der Deutsch
en Sportjugend,in : (Hrsg.) Deutsche Sportjugend, In einem Jugendberghau
s fing es an: 50 Jahre Deutsche Sportjugend,Schorndorf:Tübingen, 2000.）
や、ドイツ・スポーツユーゲントの規則（Jugendordnung）等が掲載されているド
イツスポーツ連盟の「年報」（Deutscher Sportbund(Hrsg.)，Jahrbuch des Spor
ts，Frankfurt a. M. Wien,1957/58,1961/62）やドイツ管理委員会指令 23 号 
(Control Council Directive No.23, Limitation and Demilitarization of Spo































いては ebenda と表記した。 
 
＜注記及び引用・参考文献＞ 











5）2018(平成 30)年 4 月 1 日に「日本体育協会(Japan Sports Association)」から
「日本スポーツ協会(Japan Sport Association)」に名称変更がなされたが、本研




































本スポーツ少年団：第 10 次育成 6 か年計画（年次計画）https://www.japansport
s.or.jp/Portals/0/data/syonendan/doc/plan10th/plan_10th.pdf）（2019 年 10
月 23 日閲覧） 















ツ少年団：第 10 次育成 6 か年計画（策定解説書）https://www.japan-sports.or.
jp/Portals/0/data/syonendan/doc/plan10th/plan_guideline.pdf）（2019 年 10






































































管理委員会(Allied Control Council for Germany)の諸法規に基づいて進められ
た。戦後のドイツにおけるスポーツ活動の再建のための礎とみなされているのが、
1945（昭和 20）年 12 月 17 日に発令されたドイツ管理委員会指令第 23 号「ドイツ
におけるスポーツの制限と非軍事化」（Limitation and Demilitarization of 


























1945 年 12 月 17 日 ベルリンにて 
L・D・クレイ中将（Lucius D.Clay,Lieutenant General） 
B・H・ロバートソン中将（B.H.Robertson,Lieutenant General） 


















































































































する青少年団体に所属する青少年の総数は約 580 万人（10 歳から 25 歳まで）とな
り、当時のドイツ連邦共和国の 10 歳から 25 歳までの総人口の半数以上が何れか
の青少年団体に所属して活動を行うまでになった。また、580 万人の青少年の大多
数は、全国的規模で活動が展開されていた、ドイツ・スポーツユーゲント
（2,035,200 名）、労働組合青少年団（1,300,000 名）、旧教青年団（91,500 名）、

























































































































































































































第３項 国際交流としてのオリンピックヘルシンキ大会への参加  
ドイツ・スポーツユーゲントは、設立から一年半が経過した 1951（昭和 26）年








そして、オリンピックヘルシンキ大会が開催された 1952（昭和 27）年の 7 月か








































和 22）年 1 月 22 日に発足させた「オリンピック準備委員会（後の日本オリンピッ
ク委員会）」の幹事に就き、競技別の国内団体の国際スポーツ連盟への復帰及びオ
リンピック大会参加の実現を目指し尽力した 30）。 

























































































































1949(昭和 24)年 5 月のドイツ連邦共和国の建国を契機として、ドイツ連邦共和
国で活動を展開する青少年団体の統轄組織としてドイツ青少年団体連合が結成さ
れ、設立準備を進めていたドイツ・スポーツユーゲントは同組織に加盟した。 

































究では、英語版「Limitation and Demilitarization of Sport in Germany」を翻
訳して用いた。なお、英語版の翻訳は、高津（1998）「戦後ドイツにおけるスポー
ツの制限と非軍事化：管理委員会指令第二三号の成立」が行っている。また、 
「Der Neuaufbau des Sports in Westdeutschland bis zur Gründung des Deuts
chen Sportbundes」に掲載されていたドイツ語版「Beschränkung und Entmilitar
isierung des Sportwesens in Deutschland」は内容を理解する上で参考とした。
（高津勝（1998）．一橋大学研究年報（人文科学研究）．35：3-62． Weißpfennig,
Gerd, Der Neuaufbau des Sports in Westdeutschland bis zur Gründung des 




Leibesübungen. Band3/2 Leibesübungen und Sport in Deutschland vom Erste
n Weltkrieg bis zur Gegenwart. Berlin,München,Frankfurt am Main 1982.） 
3）英・仏・独・露の四ヶ国におけるドイツ管理委員会指令第 23 号の解釈の違いに
関しては、高津（1998）の研究で詳細に検討されている。（同上書．3-62．） 
4）Weißpfennig,Gerd: a.a.O., S. 762. 
5）日本体育協会日本スポーツ少年団本部（1968）昭和 42 年度日本スポーツ少年団 
海外研修派遣報告書．日本体育協会日本スポーツ少年団本部：東京．34． 
6）Friedrich Mevert und Rolf Lutz, Chronologie der 50‐jährigen Arbeit  
der Deutschen Sportjugend,in : (Hrsg.) Deutsche Sportjugend, In einem Ju
gendberghaus fing es an: 50 Jahre Deutsche Sportjugend,Schorndorf:Tübing
en, 2000, S.33. 
7）日本体育協会日本スポーツ少年団本部（1968）前掲書．34． 







14）Friedrich Mevert und Rolf Lutz, a.a.O.,S.34. 
15）Deutscher Sportbund(Hrsg.)，Jahrbuch des Sports 1961/1962，Frankfurt 
a. M.・Wien,1961，S. 87.  
16）日本体育協会日本スポーツ少年団本部（1968）．同上書．35． 
17）Deutscher Sportbund(Hrsg.)，a.a.O.,1961，S. 88-89. 










21）Friedrich Mevert und Rolf Lutz, a.a.O., S.36. 
22）連邦青少年計画による財政面での支援は 1950 年から開始され、1950 年から
1960 年にかけては、約 4 億 1,500 万ⅮⅯがドイツ連邦議会で可決され、ドイツ・
スポーツユーゲントをはじめとした青少年事業に使用された。 
23）Friedrich Mevert und Rolf Lutz, a.a.O.,S.36-37. 
24）ebenda,S.37. 
25）日本体育協会日本スポーツ少年団本部（1968）．同上書．36． 
26）Friedrich Mevert und Rolf Lutz, a.a.O.,S.39． 
27）日本体育協会日本スポーツ少年団本部（1968）．同上書．12． 
28）大島鎌吉（1908－1985）の略歴は以下の通りである。 
  1932（昭和 7）年：オリンピックロサンゼルス大会出場（三段跳：第 3 位） 
  1934（昭和 9）年：関西大学法学部法律学科卒業 
  1934（昭和 9）年：毎日新聞社入社（運動部記者） 
  1936（昭和 11）年：オリンピックベルリン大会出場（三段跳：第 6 位） 
  1939（昭和 14）年：毎日新聞社ベルリン特派員 
  1945（昭和 20）年：ドイツから帰社。 
東京本社政治部記者（翌年に運動部へ転属）。 
  1946（昭和 22）年：オリンピック準備委員会の幹事に就任 
  1959（昭和 34）年：日本オリンピック委員会委員に選出 
  1963（昭和 38）年：毎日新聞社を退職 
  1964（昭和 39）年：オリンピック東京大会の日本選手団団長。強化対策部長。 
  1965（昭和 40）年：大阪体育大学副学長 




ック委員会 100 年史．245-247． 
31）日本レクリエーション協会編（1966）日本レクリエーション協会二十年史．78． 























































表 2－2.横浜市市民体育大会の概要（昭和 23・24 年度） 
大 会 名 開 催 期 間 種目数 参加者数 
昭和二十三年度秋季市民體育大會 1948 年 11 月 3 日～28 日 6 4,100 
昭和二十三年度冬季市民體育大會 1949 年 1 月 6 日～2 月 27 日 4 1,260 
昭和二十四年度春季市民體育大會 1949 年 4 月 23 日～6 月 5 日 9 6,600 
昭和二十四年度秋季市民體育大會 1949 年 11 月 5 日～12 月 3 日 17 6,120 
















日本貿易博覧会記念体育協賛事業は、3 月 15 日から 6 月 15 日まで横浜市で開































表 2－3. 日本貿易博覧会記念体育協賛事業一覧 
開催日 大会名 会場 
5 月 1 日～3 日 全国都市対抗ホッケー大会 Ｙ校 
5 月 1 日～3 日 関東高校野球大会 ゲーリック球場 
5 月 5 日 マ杯横浜地区予選会 三ツ澤コート 
5 月 15 日 関東近県対抗弓道選手権大会 県横ゴム弓道場 
5 月 15 日 全国選抜社会人野球大会 ゲーリック球場 
5 月 17 日 全日本柔道選手権大会関東地区予選会 市会事務局特設道場 
5 月 20 日～22 日 全国選抜都市対抗野球大会 保土ヶ谷県営グランド 
5 月 28 日 全関東相撲選手権大会 鶴見花月園 
6 月 11 日 市民体操競技大会 日枝小学校 
6 月 11 日～14 日 全日本男女実業団バスケットボール選手権大会 フライヤージム 








































































に、街の中に 30 坪～50 坪の土地を市民に提供してもらい、そこに横浜市がブラン
コや滑り台などの遊具を設置した。1950 年 6 月に最初の遊び場が、当時の磯子区
磯子町に設置された後、市内の各地で遊び場が開設され、1953（昭和 28）年末ま































































⑧休日のプログラム ⑨家庭健康の啓蒙(生活改善) ⑩健康家庭の表彰 



















































































 その後、健民少年訓練会は、7 月まで毎月開催され 46）、8 月には新潟県柏崎市と

















































 一つ 自然を愛します 
 一つ 独立心を養います 
52 
 
















































自然活動は 4 月（国府津）、9 月（三ッ沢）、11 月（三ッ沢）に開催され、自然訓
練会やキャンプ訓練会が実施された 59）。 














月には 1,300 名の団員が京都市を訪問して、8 月には相模原町から 500 名、柏崎市
から 40 名、京都市から 1300 名の団員が横浜市を訪れ、10 月には、千葉県金谷市
を訪問している 62）。 






































り、1954（昭和 29）年 2 月 27 日・28 日に行われた講習会には、市内の 59 の地域






















班は日常の活動を行う組織であり 5 名から 10 名で構成され、隊は指導者により














過した 1953（昭和 28）年 12 月には、市内の 72 地区において活動が実施され、横











隊 隊 隊 隊 隊 隊










1953（昭和 28）年 8 月に新潟県柏崎市の健民少年団が横浜市を訪れて実施され













































代表常任委員会が、3 月 2 日と 3 日に開催され、健民審議会で検討された案に基づ




















































「3 月 11 日・12 日 関東ブロック会議：藤沢市 
3 月 13 日 東北ブロック会議：会津若松市 
3 月 15 日 栃木県会議：鹿沼市 
           群馬県代表者（梅崎氏）との会議：伊勢崎市 
3 月 16 日 東海ブロック代表（豊橋市：長坂氏）との会議：横浜市 
           近畿ブロック代表（大津市：木戸氏）との会議：横浜市 
                埼玉県八都市会議：大宮市 


























表 2－7. 全国都市健民少年交歓大会の参加要項 
１．経費 
（イ）参加都市分担金：10 名に付 2,500 円（マーク代班旗代等を含む） 
（ロ）旅費：参加者に於て分担する 
（ハ）宿泊費：不要 












1954（昭和 29）年 3 月 27 日、全国 25 都市から推薦された団員 445 名と指導者



















記念品の贈呈や都市交歓演技 88）などが実施された 89）。 
 
男 女 男 女
新潟市 13 12 4 彦根市 10 1
柏崎市 31 4 呉市 6 4 2
新発田市 5 5 3 宇部市 24 9 3
土浦市 15 5 6 下関市 20 10 4
大宮市 7 2 広島市 26 4
藤沢市 4 6 3 福山市 30 5
静岡市 10 3 玉野市 31 2
豊橋市 13 5 3 岡山市 10 2
岐阜市 10 10 2 高松市 7 4 1
長浜市 3 5 1 宮崎市 20 10 5
奈良市 4 1 八幡市 11 1
大津市 8 1 4 熊本市 25 2































































































































導者を招き、総勢 2,000 名を超える参加者のもと 1954（昭和 29）年 3 月 27 日か






1）横浜市、横浜市総務局市史編集室（1999）横浜市史 2 第二巻(上)．4-8. 
2）同上書．32-33. 






7）毎日新聞神奈川版（1949）5 月 11 日付 2 面． 
8）第四回国民体育大会夏季大会の会場となった野毛山プールは、総工費約 2,800
万円をかけて建設され、10,000 名を収容する巨大なスタンドが併設された（毎日
新聞神奈川版（1949）8 月 21 日付 4 面）。 
9）財團法人日本體育協會・東京都（1949）第四回國民體育大會實施要項(夏季、秋
季大會之部)．4-7． 
10）神奈川新聞（1949）9 月 19 日付 1 面． 
11）読売新聞神奈川版（1949）9 月 20 日 2 面． 
12）財團法人日本體育協會・東京都（1949）前掲書．25-34． 
13）神奈川縣健民課（1950）神奈川縣スポーツ年鑑 昭和廿四年度．85-87．  
14）全日本卓球選手権大会は、1948（昭和 23）年 12 月 3 日から 5 日にかけて、選
手・役員 500 名が参加して、日枝中学校と共進中学校を会場として開催された。な
お同大会の観戦者数は約 7,000 名と言われている。「第二回全日本バドミントン大
会」は、1949（昭和 24）年 2 月 6 日に、ＹＭＣＡを会場として開催され、約 300
名が参加している。（横浜市総務局（1950）横浜市事務報告書 昭和 24年．288-290．） 
15）横浜市総務局（1950）横浜市事務報告書 昭和 24 年．288-290． 
16）横浜市行政運営調整局総務部総務課（2010）横浜市人口のあゆみ 2010．13． 

















市体育課（1951）昭和 26 年度横濱市体育の槪要．17-18．） 
25）市民体操普及員とは、横浜市内で実施されていた各種市民体操を地域において
普及させるための人員であり、横浜市から委嘱された。（横濱市体育課（1951）昭
和 26 年度横濱市体育の槪要．5．） 
26）横濱市体育課（1951）前掲書．3-5． 
27）文部省が発表したデータによると、1950（昭和 25）年 10 月の主要都市におけ
る、一人あたりの公園や緑地運動場の坪数は、札幌 1.20 坪、横浜 0.17 坪、東京

























43）横浜市健民少年団（1980）横浜市健民少年団創立 30 周年記念誌．14． 




46）1952（昭和 27）年 3 月から 7 月までに開催された訓練会は以下の通りである。 
第一回健民少年訓練会（3 月 8 日・9 日）、第二回健民少年訓練会（4 月 19 日・20
日）、第三回健民少年訓練会（5 月 11 日）、第四回健民少年訓練会（6 月 1 日・2 日）、
第五回健民少年訓練会（7 月 12 日）、第六回健民少年訓練会（7 月 20 日）（横浜市
総務局（1953）横浜市事務報告書 昭和 27 年．295-296．） 
47）横浜市総務局（1953）横浜市事務報告書 昭和 27 年．296． 
48）横浜市健民少年団（1980）前掲書．29． 


























73）横浜市総務局（1954）横浜市事務報告書 昭和 28 年．164. 
74）神奈川県教育委員会（1973）神奈川県体育史．401． 
75）岡邦行（2013）前掲書．123． 
76）神奈川新聞（1953）8 月 14 日付 2 面． 
77）1952（昭和 27）年から横浜市と柏崎市の交歓活動は実施されており、同年 7 月
に横浜市の代表団が柏崎市を訪問し、翌月には柏崎市の代表団が横浜市を訪れて
いる。（横浜市健民少年団（1980）横浜市健民少年団創立 30 周年記念誌．28－29．） 
78）神奈川新聞（1953）8 月 14 日付 2 面． 






























































































役職 氏  名 備  考 
会長 平沼 亮三 全国都市体育研究協議会長・横浜市長 
顧問 大達 茂雄 文部大臣 
顧問 川崎 秀二 国会議員スポーツ連盟理事長・衆議院議員 
顧問 竹尾 弐 衆議院議員 
顧問 ウィルヘルム・ロエル 駐日西ドイツ大使館文化部長 
顧問 武者小路 公共 日独協会会長 
委員 洲崎 義郎 全国都市体育研究協議会副会長・柏崎市長 
委員 守田 道隆 全国都市体育研究協議会副会長・八幡市長 
委員 浜井 信三 全国都市体育研究協議会副会長・広島市長 
委員 大島 鎌吉 毎日新聞社 
委員 寺中 雄作 文部省社会教育局長 
委員 西田 泰介 文部省体育課長 
委員 中島 茂 文部省体育課 
委員 小島 秀雄 日独協会理事長 
委員 万代 秀三郎 全国都市体育研究協議会常任理事 
委員 大堀 三男 全国都市体育研究協議会常任理事 
委員 及川 顕喜 全国都市体育研究協議会常任理事 
委員 今井 哲夫 全国都市体育研究協議会常任理事・柏崎市保健体育課長 
委員 長坂 正三 全国都市体育研究協議会常任理事 
委員 木戸 重治 全国都市体育研究協議会常任理事・大津市教育委員会 
委員 山根 力男 全国都市体育研究協議会常任理事 
委員 井手口 仁 全国都市体育研究協議会常任理事・八幡市体育課長 
委員 青木 壯五 全国都市体育研究協議会常任理事・横浜市健康教育課長 






















氏  名 所 属 ・ 役 職 
守  田  道  隆  福岡県八幡市長・派遣団団長 
洲 崎  義  郎  新潟県柏崎市長 
大  島  鎌  吉  毎日新聞社 
井手口     仁  福岡県八幡市体育課長 
堀      修一郎  関東ブロック・東京都慶応義塾中等部 3 年 
宮  森  邦  郎  東北ブロック・福島県若松市第一中学校 3 年 
新  沢  久  夫  北陸ブロック・新潟県柏崎市第一中学校 3 年 
戸  谷     進  近畿ブロック・奈良県大和田市高田中学校 2 年 
田  中     尚  中国・四国ブロック・岡山県玉野市玉中学校 3 年 
迫  田  穆  成  中国・四国ブロック・広島県広島市庚午中学校 3 年 
高  木  良  夫  九州ブロック・福岡県八幡市黒崎中学校 3 年 






1954（昭和 29）年 8 月 7 日に日本を出発した派遣団は 8 月 10 日に西ドイツに到
着した。その後、フランクフルト（8 月 10 日）、ロイトリンゲン（8 月 11 日～14
日）、ミュンヘン（8 月 15 日～19 日）、オーバーヴェーゼル（8 月 20 日）、ケルン
（8 月 21 日～24 日）、ハンブルク（8 月 25 日～27 日）、フランクフルト（8 月 28




8/7  日本を出発（マニラ、サイゴン、カルカッタを経由してローマへ） 
8/9  午後：パリに到着 
8/10 午前：南フランス少年団の代表者が訪問 南フランス少年団と市内観光 
夜：パリを出発。ドイツのフランクフルトへ移動（青少年の家に宿泊） 
8/11  午前：フランクフルトを出発 
午後：ロイトリンゲンに到着 3 グループに分かれ少年の家に分宿 




8/14  午前：ロイトリンゲン市長の招待会 
   午後：現地のスポーツクラブでサッカーや卓球等を実施 
8/15  午前：ロイトリンゲンを出発 
   移動の途中にハンドボールの国際試合(ドイツ VS スウェーデン)を見学 
夜：ミュンヘン近郊のキャンプ場に到着 
8/16  午前：キャンプ場で過ごす（体操、卓球、バレーボール、水泳など） 
午後：ミュンヘン市内観光 
夜：ホルツキルヘン市の招待でドイツ・スポーツユーゲント役員との会食 
8/17  午前：テーゲルン湖・ワルベルグ山を観光 
   午後：国民学校・少年の家を見学 ロータッハ・エーゲルン市役所訪問 





8/19  午前：ドイツ・スポーツユーゲント本部のガースナー事務局長を訪問 
   夜：ドイツ・スポーツユーゲント及び青少年運動の幹部との懇談会 
8/20  午前：ミュンヘンを出発 オーバーヴェーゼル市に到着（午後６時） 
   夜：市長主催の歓迎会 青少年の家に宿泊 




8/22  午前：ケルン市内を観光 
カール・ディーム氏とケルン・スポーツ大学にて昼食 
午後：世界自転車選手権大会を見学 
8/23  午前：子供たちはスポーツ活動 指導者は市役所を訪問 
午後：炭坑・カイザー宮殿の見学 
8/24  午前：バイエルン工場視察 
午後：マンネスマン鉄工所・デュイスブルグのスポーツ学校を視察 
8/25  午前：ケルンを出発しハンブルグへ移動 
   夜：ハンブルグ到着 少年の家宿泊 
スポーツ協会長主催の歓迎会に出席してハンブルグ少年団と交歓 
8/26  午前：市内観光 
午後：市の教育委員会を訪問 
少年スポーツ祭の開催（ハンブルグの少年たちとスポーツ交流） 
8/27  午前：市庁舎での歓迎会に出席 
   午後：ハンブルグ国民公園競技場の視察・動物園の見学 
8/28  午前：ハンブルグを出発 
夜：グリュンベルグのスポーツ学校に到着（スポーツ学校泊） 





8/30  午前：フランクフルトを出発 
8/31―9/1  ローマに到着 観光・カトリック少年団との交歓 














































 9 月 4 日に日本へと戻って来た際の様子が、「親善交歓の実をあげて 渡欧健民少































































































































































































































るよう、ここに御招請申上げる次第であります。             敬具 
 一九五四年十一月八日 
全国都市体育研究協議会々長 
横浜市長 平沼亮三    」 
 














































































役職 氏  名 備  考 
会長 平沼 亮三 全国都市体育研究協議会長・横浜市長 
顧問 松村 謙三 文部大臣 
顧問 川崎 秀二 厚生大臣 
顧問 ウィルヘルム・ロエル 駐日西ドイツ大使館文化部長 
顧問 武者小路 公共 日独協会会長 
委員 守田 道隆 全国都市体育研究協議会副会長・八幡市長 
委員 洲崎 義郎 柏崎市長 
委員 寺中 雄作 文部省社会教育局長 
委員 西田 泰介 文部省体育課長 
委員 中島 茂 文部省体育課 
委員 大島 鎌吉 毎日新聞社 
委員 小島 秀雄 日独協会理事長 
委員 万代 秀三郎 全国都市体育研究協議会常任理事 
委員 大堀 三男 全国都市体育研究協議会常任理事 
委員 若月 芳夫 全国都市体育研究協議会常任理事 
委員 今井 哲夫 全国都市体育研究協議会常任理事・柏崎市保健体育課長 
委員 長坂 正三 全国都市体育研究協議会常任理事 
委員 木戸 重治 全国都市体育研究協議会常任理事・大津市教育委員会 
委員 山根 力男 全国都市体育研究協議会常任理事 
委員 井手口 仁 全国都市体育研究協議会常任理事・八幡市体育課長 
委員 青木 壯五 全国都市体育研究協議会常任理事・横浜市健康教育課長 






1955（昭和 30）年 8 月 3 日に日本を出発した派遣団は 8 月 5 日に西ドイツに到
着した。その後、ロイトリンゲン（8 月 6 日～7 日）、シュトゥットガルト（8 月 8
日～10 日）ミュンヘン（8 月 11 日～15 日）、ロットアッハ・エーガーン（8 月 16
日～17 日）、オーバーヴェーゼル（8 月 18 日）、ケルン（8 月 19 日～24 日）、ブラ
ウンシュワイク（8 月 25 日～28 日）、フランクフルト（8 月 29 日）の順に各都市





8/3 夜：午後 11 時に日本を出発 
8/5 夜：午後 8 時に西ドイツ到着 宿泊先のホテルにて歓迎会の開催 
8/6 午前：ロイトリンゲン訪問 
   午後：市長主催の歓迎会に出席 市内のスポーツ施設の視察 
     青少年のスポーツ大会に参加して西独の青少年たちと交流 
8/7 午後：青少年のスポーツ大会を視察 市内を観光 
8/8  午前：シュトゥットガルトへ移動 
到着後に市の庁舎を訪問して青少年問題に関して懇談会を実施 
     午後：市内観光 市主催のお茶会 市のスポーツ関係者との交歓会等が開催 
    夜：同市に滞在している西ドイツの青少年団体の活動を見学 
8/9 午前：市内のメルセデス・ベンツの工場を見学 
    夜：市主催の歓迎会の開催 
8/10 午前：市営のユーゲント・ヘアベルグを視察 南ドイツ放送会館にて懇談 
   午後：市営のユーゲント・ハイム及びベール冷凍工場を視察 
8/11 午前：ミュンヘンへ移動（道中、子どもたちの保育施設を視察） 
   午後：午後 5 時頃にミュンヘンのスポーツ大学に到着 
8/12 午前：市庁舎を訪問。市関係者との懇談会を開催 実業専門学校を視察 
   午後：小学校及び付属幼稚園・市立の孤児院を視察 
8/13  午前：バイエルン州文部省主催の懇談会が開催 
90 
 
   午後：自由行動 
8/14 午前：市内のスポーツ学校を視察 市長を訪問 
   午後：市内観光 
8/15  午前：スポーツ連盟のユーゲント・ハイムを視察 
   午後：小学校及び公共のキャンプ村を視察 
8/16 午後：バイエルン放送局を訪問 
    夜：スポーツ学校で青少年運動に関する懇談会が開催 
懇談会終了後にロットアッハ・エーガーンへ移動 
8/17 午前：町役場・郡役場を視察 
   午後：ロットアッハ・エーガーン市役所を訪問 市長らと懇談 
8/18 午前：オーバーヴェーゼルへ移動 
   午後：オーバーヴェーゼルに到着 市長主催の歓迎会が開催 
8/19 午前：市内の観光 
   午後：オーバーヴェーゼルを出発 





   午後：ヘネフのスポーツ学校を視察 
8/22 午前：ベルトリヒの青少年施設等を視察 
   午後：デュイスブルクのスポーツ学校を視察 
8/23 午前：ボンの内務省を訪問 青少年問題に関する会談を実施 
内務省主催の歓迎会が開催 
   午後：市内の観光 
    夜：日本大使館主催の歓迎会が開催 
8/24 午前：ケルン市内のスタジアムを視察 
   午後：市内観光 
8/25 午前：ブラウンシュワイクへ移動 




   午後：市内の小学校や青少年施設の視察 
8/27 午前：市内のフォルクスワーゲンの工場を視察 
   午後：市主催の歓迎会の茶会が開催 
8/28 午前：ブラウンラーゲにて医療施設を視察 懇談会が開催 
   午後：クラウスタール・ツェラーフェルトでドイツ・スポーツユーゲントの 
施設を視察 
8/29 午前：フランクフルトへ移動 
   午後：フランクフルトに到着 
 
 二度目の訪独の目的の一つが、ロイトリンゲンで開催された青少年大会への参
































































































































1956（昭和 31）年 2 月 18 日、ドイツ連邦共和国の内務省からドイツ・スポーツ
ユーゲント代表団来日の決定についての知らせが伝えられ 38）、初めて我が国で日
独青少年交歓事業が開催されることとなった。 
この決定を受け 3 月 5 日には、受入れ準備のための会合が、国会議員、文部省、
外務省、全国都市体育研究協議会等の関係者が参加して開催され 39）、第三回日独
青少年交歓事業の開催に向けての準備が開始された。 
















































































































氏  名 所 属 ・ 役 職 
Karl Zimmermann  ドイツスポーツユーゲント会長・派遣団団長 
Martin Gaßner  ドイツスポーツユーゲント事務局長 
Ella Große-Wächter  ドイツスポーツユーゲント女子部長（女性） 
Joseph Wengermayer  ドイツスポーツユーゲント国際部長 
Hanny Borbies  映画製作所勤務 18 才（女性） 
Ingrid Koriath  保母養成所在学 18 才（女性） 
Ute Roeder  会社勤務 21 才（女性） 
Marianne 
Schindelhauer 
 教育専門学校在学 20 才（女性） 
Gero Bisane  ケルンスポーツ大学在学 20 才 
Uirich Schuelke  エーリンゲン大学 20 才 
Helmut Weiß  教育専門学校在学 20 才 

























































来日したドイツ・スポーツユーゲンの代表者たちは、東京都（7 月 26 日～27 日）、
福島県福島市・会津若松市（7 月 28 日～30 日）、新潟県新発田市・新潟市（7 月 30
日～31 日）、滋賀県長浜市・大津市（8 月 1 日～3 日）、大阪府高槻市・大阪市（8
月 4 日～6 日）、兵庫県神戸市（8 月 6 日～8 日）、広島県広島市（8 月 8 日～9 日）、
福岡県八幡市（8 月 9 日～11 日）、福岡県福岡市（8 月 11 日～12 日）、熊本県熊本
市（8 月 13 日～15 日）、徳島県高松市・徳島市（8 月 16 日）、三重県上野市（8 月
17 日～18 日）、愛知県名古屋市（8 月 18 日～19 日）、愛知県豊田市（8 月 19 日～




7/24 夜：23 時 50 分に西ドイツからの派遣団が羽田空港に到着 
7/25 午後：実行委員会会長招宴の開催 記者会見 関係機関の挨拶 
   夜：東京都内の散策 
7/26 午前：ＮＨＫ放送のテレビ出演 
午後：ＮＨＫ招宴の開催 都内見学 中央交歓大会の開催 
夜：歓迎交歓式典の開催 キャンプファイヤーの実施 
7/27 午前：交歓事業の実施 
   午後：東京都の歓迎招待宴・交歓会の開催 
午後 11 時 45 分に上野駅から福島駅へ移動 
7/28 午前：7 時 30 分に福島駅到着 駅頭歓迎交歓 市内の視察 
   午後：歓迎パーティー・交歓大会・県知事招宴の開催 




   午後：苗代湖畔迎賓会にて交歓会昼食 14 時に会津若松市に到着 
      歓迎式及び交歓座談会の開催 競技大会の見学 市内の見学 
   夜：歓迎パーティーの開催 
7/30 午前：新発田市へ移動 
   午後：12 時 20 分に新発田市に到着 交歓キャンプ・講演会の開催 
   夜：市民歓迎会の開催（盆踊り大会） 
7/31 午前：市長庁舎訪問後に新潟市へ移動 新潟市内の見学 
   午後：新潟県知事・市長招宴の開催 14 時に米沢市へ移動 
8/1  午前：3 時に米沢駅に到着 8 時に市役所訪問 市内見学 
    午後：講演会・座談会の開催 
    夜：市長招待の宴及び盆踊り大会の開催 
8/2  午前：7 時 30 分に大津市へ移動（9 時 30 分に到着） 市役所を訪問 
    午後：県庁を訪問 
      夜：講演会と映画の会及びレセプションの開催 比叡山に宿泊 
8/3  午前：勤行に参加 京都市へ移動 10 時に京都市庁に到着 
    午後：市内観光 
    夜：歓迎交歓会の開催 記念講演と映画の上映 高槻市に宿泊 
8/4  午前：朝のレクリエーション開催 高槻市内の見学 
午前 10 時に奈良市へ移動 
   午後：奈良市庁訪問 奈良市内の見学 大阪市の生駒キャンプ場へ移動 
   夜：キャンプファイヤーの開催 
8/5  午前：軽スポーツ交歓 座談会の開催 生駒山散策 
    午後：大阪府知事訪問 対談放送（大阪中央放送局） 市内の視察 
    夜：市長招宴交歓会の開催 
8/6  午前：大阪市内視察 
   午後：大阪市内視察 市長訪問 16 時 30 分に神戸市へ移動（17 時到着） 
   夜：日独青少年合同野営の開催 
8/7  午前：交歓のつどい開催 
    午後：市内観光 
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    夜：交歓の夕の開催 
8/8  午前：広島市へ移動 
    午後：14 時に広島駅到着 市内見学 市長招待宴の開催 
    夜：青少年交歓会の開催 
8/9  午前：宮島見学 
    午後：広島市戦災児育成所を訪問 13 時に下関市へ移動 




8/11 午前：福岡市へ移動 12 時に博多駅到着 
   午後：市内見学 市中行進・交歓大会の開催 
   夜：市長主催のレセプション及び懇談会の開催 
8/12 午前：太宰府見学 
   午後：県下高校キャンプ会へ参加 平原野営訓練所に宿泊 
8/13 午前：熊本市へ移動 
   午後：13 時 30 分に熊本駅到着 市内の見学 
   夜：懇談会・交歓会の開催 
8/14 午前：阿蘇山へ登山 
   午後：交歓キャンプ大会及びレクリエーションの開催 
   夜：キャンプファイヤーの実施 
8/15 午前：別府市へ移動 
   午後：13 時に別府駅到着 市内見学 17 時にフェリーで高松市へ移動 
8/16 午前：5 時に高松市到着 9 時 30 分に徳島市に到着 
市民歓迎・市中行進・青少年交歓会を実施 
   午後：鳴門観潮 
   夜：歓迎パーティーの開催 市内観光 
22 時に小松島へ移動 フェリーにて大阪へ移動 




   午後：青少年交歓の集いの開催 
   夜：招待宴・懇談会の開催 盆踊り・キャンプファイヤーの実施  
農家へ分宿。 
8/18 午前：農村視察（４Ｈクラブとの交歓）。 
9 時 45 分に名古屋へ移動（11 時 15 分に到着） 歓迎行事 
市役所を訪問。 
   午後：市内見学・懇談会・交歓会の開催 
   夜：鵜飼の見学 
8/19 午前：市内の見学 豊橋市へ移動 
   午後：15 時に豊橋駅に到着 市中行進・青少年交歓会・懇談会の開催 
   夜：市民歓迎 
8/20 午前：豊橋市内の見学 
   午後：講演会・スポーツ・レクリエーション交歓の開催 
   夜：懇談会の開催 横浜市へ移動 
8/21 午前：5 時 30 分に横浜駅に到着 
   午後：青少年交歓の開催 市内の見学 
















施された 57）。このことを「“日独の友”きたる 市民会館で靑少年交歓会」（1956 年





































が 1953（昭和 28）年 8 月に訪独した際に、西ドイツの担当者と交渉を行い、許可
を得たことで、第一回目の日独青少年交歓事業が開催されることとなった。 
第一回日独青少年交歓事業は、健民少年団の代表者 12 名で構成された派遣団が













































5）1956 年日独青少年交歓実行委員会（1956）1956 年日独青少年交歓実施要綱．6． 
6）守田道隆（1954）少年渡り鳥の旅：西ドイツの青少年運動．洋々社：東京．5-
6． 


























































43）1956 年日独青少年交歓実行委員会は、会長 1 名、副会長 1 名、顧問 9 名、監




45）毎日新聞（1956）7 月 5 日付 7 面． 
46）毎日新聞（1956）7 月 22 日付 3 面． 
47）毎日新聞（1956）7 月 25 日付 7 面． 
48）1956 年日独青少年交歓実行委員会（1956）来日のドイツ靑少年団．7． 
49）同上書．7-8． 











国都市青少年代表 200 名、青少年団体代表 500 名であり、特に学生ワンダーフォ
ーゲル連盟から協力を得ていた。また参加要項として、5 名以上の男女で申し込み、


























第１節 第 18回オリンピック大会の東京開催に向けた招致活動の展開 
第１項 オリンピック招致活動の始動と第 54次 IOC総会の東京開催の決定 




第 54次 IOC総会の日本開催を実現することであった 1）。 

















こうした日本陣営の努力の結果、1956（昭和 31）年 11月 22日、メルボルンで開催さ

























しかし、第 54 次 IOC 総会の東京開催が決定した頃から、次第に国家として招致活動
に取り組むべきだという考えが高まっていった。これを受けて内閣総理大臣の諮問機関





































 このように、東京での第 54 次 IOC 総会が開催される直前に、国を挙げてのオリンピ
ック大会の招致体制が構築された。 
 









第３項 第 54次 IOC総会と第三回アジア競技大会の日本開催を契機とした招致活動の
進展と第 18回オリンピック東京大会開催の決定 
1958（昭和 33）年 5月 14日、アジアで初めてとなる IOC総会の開会式が NHKホール
で開催された。この開会式は、世界 25ヶ国の IOC委員 30名をはじめ、総勢 600名もの
関係者が集い、天皇陛下の開会宣言によって開幕した 8）。 




第 54次 IOC総会を契機に、第 18回オリンピック大会の招致活動を前進させたいと考
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えていた我が国の関係者たちは、開会式が実施される前々日の 5 月 12 日、IOC 会長で
あったアベリー・ブランデージ（Avery Brundage）や IOC役員を連れて、東京都内のス
ポーツ施設を視察している。 




































































































ことが決定した。この招致活動は順調に展開されたように思われるが、第 55 次 IOC 総




て 1954（昭和 29）年 2 月に設立された、日本オリンピック後援会における多額の使途
不明金の問題であった 20）。 









































































獲得したメダリスト約 60 名で結成された組織であった。12 月 20 日に開催された設立
総会では、国内外に向けて招致活動を展開するという方針が定められるとともに、直近
の活動として、各国のメダリストへ手紙を送付することが決定された 29）。同組織の役員













表 4－2. オリンピック・メダリスト・クラブ役員名簿 
役 職 氏 名  競 技 種 目 
顧問 熊谷 一弥 テニス 
顧問 柏尾 誠一郎 テニス 
会長 織田 幹雄 陸上 
副会長 高石 勝男 水泳 
理事 大島 鎌吉 陸上 
理事 西田 修平 陸上 
理事 北村 久寿雄 水泳 
理事 小池 礼三 水泳 
理事 笹原 正三 レスリング 
理事 近藤 天 体操 
理事 上迫 忠夫 体操 
理事 猪谷 千春 スキー 
理事 小西 健一 ホッケー 
理事 小林 定義 ホッケー 


















が、オリンピック青年協議会の貢献であった。このことについては、第 55 次 IOC 総会
にオリンピック招致使節団の一員として出席した大島鎌吉が記した、「IOC 会議の舞台

































































































その後、1958（昭和 33）年 5 月に各国の IOC 委員やオリンピック関係者を招いて第
54 次 IOC 総会を開催するとともに、初めての国際総合競技大会である第三回アジア競
技大会が 20ヶ国から来日した 1,700名の選手たちの参加によって実施された。 
この二つの事業を成功させた本国は、IOC 委員たちから高い評価を受けるとともに、
オリンピック大会を運営する能力を保持していることを証明できたことで、招致活動は
大きく前進した。   
































3）毎日新聞夕刊（1956）11月 22日付 5面． 
4）東京都（1965）同上書．6． 
5）文部省体育局編（1965）オリンピック東京大会と政府機関等の協力．11． 
6）毎日新聞（1958）1月 23日付 7面． 
7）同上書． 
8）毎日新聞夕刊（1958）5月 14日付 1面． 
9）朝日新聞夕刊（1958）5月 12日付 3面． 
10）毎日新聞夕刊（1958）5月 13日付 3頁． 
11）同上紙． 
12）同上紙． 




15）毎日新聞（1958）11月 12日付 9面． 
16）毎日新聞（1958）12月 5日付 9面． 
17）毎日新聞東京版（1959）5月 19日付 12面． 




21）毎日新聞（1958）12月 23日付 7面． 
22）毎日新聞夕刊（1958）10月 17日付 5面． 
23）毎日新聞（1958）12月 28日付 9面． 
24）毎日新聞（1958）12月 26日付 11面． 
25）毎日新聞（1959）1月 11日付 9面． 
26）日本オリンピック・アカデミー編（1981）オリンピック事典．プレスグムナスチカ：
東京，50-51． 
27）毎日新聞（1958）12月 14日付 7面． 
28）杢代哲雄（1988）評伝田畑政治．国書刊行会：東京，157-161． 




32）毎日新聞（1959）5月 30日付 7面． 
33）大島鎌吉（1959）「スポーツ少年団」への胎動．体育科教育 7(4), 17． 
34）オリンピック青年協議会編（1962）少年少女のためのオリンピックの話．ベースボ
ール・マガジン社：東京．145-150. 
35）大島鎌吉（1959）「スポーツ少年団」への胎動．体育科教育 7(4), 14． 
36）毎日新聞（1958）12月 30日付 7面． 
37）同上紙． 
38）大島鎌吉（1959）「スポーツ少年団」への胎動．体育科教育 7(4), 13-18． 





































当時の体育・スポーツ振興策は、1958（昭和 32）年 5 月に設置された文部省体
育局 2）が中核を担い、オリンピック東京大会の開催に向けてのスポーツにおける
国民の体力づくりが主軸として展開されていた 3）。 












表 5－1. 昭和 34 年度体育・スポーツ関連予算（文部省） 
 































































おけるモデル地域への助成事業であった。1959（昭和 34）年 11 月 21 日、文部省
の体育局長から各都道府県の教育委員会に宛てて、「青少年スポーツ活動助成指定
市町村の運営要領について」という通知が出された。 






























































さらに、1961（昭和 36 年）年 6 月には、スポーツ振興の基盤を形成することと
なる「スポーツ振興法」が制定された。同法は、スポーツ振興に関する施策の基本
を明らかにすることを目的としており、我が国では初めてのスポーツ振興に関す





























1959（昭和 34）年 3 月に日本オリンピック委員会の委員に選出された大島鎌吉









































































































1961（昭和 36）年 3 月 28 日、羽田空港に到着したカール・ディームは、東京を
はじめ、福岡、神戸、大阪、京都、名古屋と各都市を巡りながら、講演会や体育・







4 月 3 日には、「青少年運動推進に関するカール・ディーム博士との懇談会」が
開催され、カール・ディームが創設したドイツ・スポーツユーゲント（活動状況、
設立までの変遷、学校体育との関係など）や、ドイツにおける青少年スポーツ活動


















































第４項 オリンピック青少年運動推進準備委員会の発足  




よる青少年の健全育成が確認された 34)。  
そして、恒久的な組織が設立されるまでは、スポーツを通じた青少年の健全育成
に関する懇談会を定期的に開催するということが決定し、第一回目の懇談会が 6
月 24 日に開催された。その後、懇談会は 7 月 1 日、7 月 8 日、7 月 15 日、7 月 20
日と開催され、12 月 9 日に開かれた六回目の懇談会において、懇談会を発展的に
解消して、「オリンピック青少年運動推進準備委員会」を組織化することが決定し
た 35)。 
12 月 13 日に開催されたオリンピック青少年運動推進準備委員会の設立小委員
会では、オリンピック青少年運動推進準備委員会の委員(表 5－2)の選考と委嘱が









































表 5－2. オリンピック青少年運動推進準備委員会委員名(1960年 12月 13日時点)  
役  職 
常任 
委員 
氏  名 備    考  役  職 
常任 
委員 
氏  名 備    考 
委員長  竹田 恒徳 体協専務理事  委員  片峰 三雄 小体連研究部長 
副委員長  栗本 義彦 体協理事  委員 〇 山岡 二郎 中体連理事長 
副委員長  久富 達夫 体協理事  委員  宮内 宏 中体連副理事長 
委員 〇 野津 謙 日本蹴球協会会長  委員  両角 英運 高体連会長 
委員  東 俊郎 体協国体総務主事  委員  小野 光洋 私学協会 
委員  鈴木 良徳 体協理事  委員  高田 通 学徒体育審議会委員 
委員 〇 塩沢 幹 体協理事(事務局長)  委員  保坂 周助 神奈川県体育課長 
委員  杉江 清 文部省体育局長  委員 〇 朝倉 政之  
委員  西田 剛 文部省体育課長  委員  加藤 橘夫 東大教授 
委員  佐々木 吉蔵 文部省運動競技課長  委員  松平 頼明 ボーイスカウト日本連盟国際副部長 
委員 〇 西田 泰介 文部省体育官  委員  鵜沢 七郎 ＮＨＫ運動部長 
委員  中島 茂 文部省体育官  委員  植村 武彦 日本青年会議所 
委員  御子柴 博見 東京都オリンピック準備事務局長  顧問  津島 寿一 体協会長、組織委員会会長 
委員 〇 尾崎 剛毅 東京都体育部長  顧問  東 竜太郎 ＩＯＣ委員 
委員  関 晴香 東京都オリンピック準備事務局企画部長  顧問  高石 真五郎 ＩＯＣ委員 
委員  田畑 政治 体協ＪＯＣ総務主事、組織委員会事務総長  幹事  杢代 哲雄  
委員  川本 信正 組織委員会総務委員会幹事  幹事  帖佐 寛章  
委員  松沢 一鶴 組織委員会事務局次長  幹事  高橋 英夫  
委員  富永 正信 組織委員会事務局弘報部長  幹事  星野 賢造  
委員 〇 大島 鎌吉 東京オリンピック選手強化対策本部副本部長  幹事  永易 晴夫  
委員 〇 中原 乾二 体協理事  幹事  飯塚 祥人  
委員 〇 高崎 米吉 選手強化対策委員、高体連理事長  幹事  大熊 茂  
委員 〇 古橋 広之進 オリンピック青年協議会  幹事  鳥海 清  
委員  笹原 正三 オリンピック青年協議会  幹事  緑川 貞男  
委員  上迫 忠夫 オリンピック青年協議会  幹事  藤森 喜代一  
委員  小野 喬 オリンピック青年協議会  幹事  北島 裕子  
委員 〇 吉川 芳次 小体連理事長  幹事  田中 良子  
委員   小原 保 小体連副理事長  幹事   松田 昭雄   
※〇は常任委員 









































1961 年 5 月 19 日に第 1 回目のオリンピック青少年運動小委員会が日本体育協
























て指導者の協議会を組織し、教師 1 名あたり 50 名の中学生確保の見通しのもとに、













3 月 14 日に「東京地区スポーツ少年団指導者協議会準備会」が発足し、東京都に
おいて、2 万名規模のスポーツ少年団を組織化するという目標が掲げられた 45)。 



































発端となったのは、昭和 36 年度第 14 回日本体育協会理事会において、静岡県
加茂郡下田町から町有地を青少年育成のために無償提供したいという申し出があ
ったことが報告されたことであった 48)。 






































して、宿泊設備を含む総合体育施設を 37 年度より 3 ヵ年の計画で建設する。(2)
施設完成後の運営維持管理については別途下田町と協議する。(3)この総工費は 1



































































































＜資料－4＞が承認された。制定された規程の内容は、6 月 20 日に発行された日本体育
協会の機関誌『体協時報』に掲載された 58)。 
 そして、日本体育協会は、日本スポーツ少年団本部規程、スポーツ少年団準則、









日本スポーツ少年団の本部規程が制定されたことを受け、5 月 7 日に開催され






が就任し、委員は 30 名～50 名が選出されることになっているが、この委員につい
ては、小委員会において検討の結果、本会(日本体育協会―引用者注)より 5 名、地
方スポーツ少年団本部より 5 名、指導者協議会より 3 名、高・中・小体連より各 2
名で計 6 名、中学校長会より 2 名、関係官庁ならびに関係機関より 5 名、学識経




























オリンピック・デーを二日後に控えた 6 月 21 日、日本スポーツ少年団の設立に
先駆けて、日本スポーツ少年団の本部が発足し、約一千名の参加者のもと第一回目
の総会が開催された 62)。 























表 5－3.オリンピック・デー 日本体育協会創立 50 周年記念事業プログラム 
1 音楽 「オリンピック・ヒム」「オリンピック交響詩」 Ｎ響演奏 
2 挨拶  
オリンピック東京大会組織委員会会長、日本体育協会会長 津島寿一 




4 お言葉  皇太子殿下 
5 スポーツ少年団マーク入選者表彰  
6 スポーツ少年団団旗の授与  
7 講演 「オリンピックにちなみて」 小泉信三 
8 「少年オリンピックの歌」  
9 オリンピック讃歌「走れ大地を」  
10 オリンピック国民歌「この日のために」  
11 映画「東京オリンピック序曲」  
12 映画「体協 50 年」  









て検討することになり、1963（昭和 38）年 8 月 23 日に協議の場が設けられた。 
この協議の場において、今後の日本スポーツ少年団の在り方を検討することの
必要性が認識され、「哲理作成委員会」を設けることが決定し、翌月の 10 日に、野






氏  名 
日本スポーツ少年団 
本部での役職 
備  考 
野津 謙 副本部長  
大島 鎌吉 委員  
森  徳治 委員 元成城大学教授 
松島 茂善 委員 文部省スポーツ課長 
松田 岩男  東京教育大学教授 
成田 十次郎  東京教育大学教授 
飯田 芳郎  文部省調査官 
飯塚 鉄雄 企画委員 東京都立大学教授 
石河 利寛  東京大学助教授 
上田 幸夫  
東京学芸大学附属 
小学校教諭 
高田 通 総主事  
阿部 三也夫 指導主事  



























であった森徳治によって、その草案が起稿された。1963（昭和 38）年 12 月、「第
一次草案」が提示された後、わずか一カ月の間に三回に渡って改訂が行われ、翌年
1 月に開催された第一回日本スポーツ少年団中央指導者講習会において、「第四次
草案」（表 5－5）が発表された 67)。 
 
表 5－5.第四次草案：日本スポーツ少年団の哲理の構成 
Ⅰ 日本スポーツ少年団綱領  
Ⅱ 日本スポーツ少年団指導者綱領 
Ⅲ 日本スポーツ少年団指導者心得 




         第三章 学校教育と社会教育との相補関係 
第四章 時代の要求と新しい人間像 
第五章 スポーツの本質とその効果 




















































































2）文部省体育局が設置されたのは、1958（昭和 32）年 5 月が初めてではなかった。




























度（1）．請求番号：平 15 文科/00389100. 
12）オリンピック東京大会の開催を契機とする国民とくに青少年の健康、体力の増
強のための施策について（答申）．保健体育審議会（諮問、答申、建議）昭和 35 年











19）日本体育協会（1960）昭和 35 年度第 3 回理事会議事録．7． 
20）日本体育協会（1962）体協時報．119：71． 
21）日本体育協会（1960）昭和 35 年度第 7 回理事会議事録．4． 
22）日本体育協会（1960）昭和 35 年度第 7 回理事会議事録．3-4． 
23）日本体育協会（1960）昭和 35 年度第 7 回理事会議事録．4． 
24）日本体育協会（1960）昭和 35 年度第 8 回理事会議事録．7． 























は、1929（昭和 4）年、1955（昭和 30）年、1961（昭和 36）年の三度、訪れてい
る。（加藤元和（1985）カール・ディームの生涯と体育思想．不昧堂出版：東京．
29-69） 
















39）毎日新聞（1961）3 月 8 日付 11 面． 
40）日本体育協会（1962）体協時報．109：71． 
41）1961（昭和 36）年 5 月から 1962（昭和 37）年 2 月までに開催されたオリンピ
ック青少年運動小委員会の開催日は以下の通りである。なお、全ての委員会が日本
体育協会にて開催された。（日本体育協会（1962）体協時報．109：71-72．） 
第 1 回オリンピック青少年運動小委員会（1961 年 5 月 19 日） 
第 2 回オリンピック青少年運動小委員会（1961 年 5 月 26 日） 
第 3 回オリンピック青少年運動小委員会（1961 年 6 月 6 日） 
第 4 回オリンピック青少年運動小委員会（1961 年 10 月 24 日） 
第 5 回オリンピック青少年運動小委員会（1961 年 11 月 4 日） 
第 6 回オリンピック青少年運動小委員会（1961 年 11 月 24 日） 
第 7 回オリンピック青少年運動小委員会（1961 年 12 月 8 日） 
第 8 回オリンピック青少年運動小委員会（1961 年 12 月 18 日） 
第 9 回オリンピック青少年運動小委員会（1962 年 2 月 9 日） 






44）日本体育協会（1961）昭和 36 年度第 14 回理事会議事録．4-5． 
45）日本体育協会日本スポーツ少年団（1993）前掲書．16-17. 
46）1949（昭和 24）年に日本体育協会がスポーツの普及を目的として作成した制









47）日本体育協会（1961）昭和 36 年度第 15 回理事会議事録．2． 
48）日本体育協会（1961）昭和 36 年度第 14 回理事会議事録．5． 
49）日本体育協会（1962）昭和 36 年度第 16 回理事会議事録．7． 
50）朝日新聞（1962）1 月 18 日付 7 面 東京朝刊． 
51）日本体育協会（1962）昭和 36 年度第 16 回理事会議事録．4． 
52）日本体育協会（1962）昭和 37 年度第 1 回理事会議事録．4． 
53）日本体育協会日本スポーツ少年団（1993）前掲書．18-19. 
54）日本体育協会（1962）昭和 37 年度第 3 回理事会議事録．3-4． 
55）日本体育協会（1962）昭和 37 年度第 3 回理事会議事録．2-3． 
56）日本体育協会（1962）体協時報．110：19． 
57）日本体育協会（1962）昭和 37 年度第 3 回理事会議事録．2． 
58）日本体育協会（1962）体協時報．110：19-22． 
59）このことについては、朝日新聞が「一単位 10－30 人で スポーツ少年団の設置
要項」、毎日新聞が「六月にまず東京で結成 スポーツ少年団」、読売新聞が「10－
30 人で組織 『スポーツ少年団』の細目発表」と題して報じた。（朝日新聞（1962）
4 月 28 日付 11 面 東京朝刊、毎日新聞（1962）4 月 28 日付 9 面、読売新聞（1962）
4 月 28 日 6 面） 
60）日本体育協会（1962）昭和 37 年度第 4 回理事会議事録．1-2． 
61）日本体育協会（1962）昭和 37 年度第 5 回理事会議事録．5． 





























































































1955（昭和 30）年 6 月の東京都議会における決議を受け、第 18 回オリンピック
大会の招致活動は開始された。日本が招致活動を展開する上で重要視したのが、
1958（昭和 33）年 5 月に東京で開催された 54 次 IOC 総会と第三回アジア競技大会
であった。この二つの事業の開催を成功させた我が国は、オリンピック大会の運営
能力を保持していると評され、招致活動を大きく前進させた。 





















































































オリンピック大会の招致を目指していた我が国は、1958（昭和 33）年 5 月に東
















































































































































































































静岡県賀茂郡下田町字鵜島の約 33 万平方米の町有地。 
下田町より無償貸与を受けて設置する。 
３．施設 
①本館：宿泊施設は男女別棟、収容力約 100 名、約 1,370 平方米。 
②体育館：約 600 平方米 
③運動場：一周 200ｍのトラックおよび 120ｍの直走路を有する運動場 
④船着場：海洋訓練基地 
⑤キャンプセンターおよびキャンプ場：約 5,000 平方米 





①昭和 37 年度：土地造成および本館、運動場。 
②昭和 38 年度：体育館、船着場、道路、供給処理施設。 
③昭和 39 年度：8 月全建設工事完成。 
５．建設整備予算案 
全額寄付をもってこれに当てる。 
取りあえず昭和 37 年度の当初予算は 25,000,000 円とする。 
建設費総額（概算）：110,000,000 円 




④運動場施設工事費 7,000,000 円、⑤建物建築工事費 86,000,000 円、 


















































第 11 条 本部長は本部を代表し会務を統轄する。 
第 12 条 副本部長は本部長を補佐し、本部長に事故あるときは本部長が指名す 
る副本部長がその職務を代行する。 
第 13 条 常任委員会は本部長、副本部長および常任委員をもって構成し、本部 
の常務を処理する。 
第 14 条 役員の任期は 2 カ年とし、重任を妨げない。 
第 15 条 本部に顧問を置くことができる。顧問は常任委員会の推せんしたもの 
につき本部長が委嘱し、本部長および常任委員会の諮問に応ずる。 
第７章 専門委員会 
第 16 条 本部に専門委員会をおくことができる。 
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第 17 条 専門委員会の規程は別に定める。 
第 8 章 会計 




３ 本部の会計年度は毎年 4 月 1 日に始まり、翌年 3 月 31 日に終わ 
る。 
第９章 事務局 
第 19 条 本部の事務局は日本体育協会におく。事務局規程は別に定める。 























団をスポーツ少年団（JUNIOR SPORTS CLUB 略称 J.S.C）と呼ぶ。 
第５条 組織 
団員は 12 才ないし 15 才（中学校生徒）の男女少年を主体とする。ただし、10
才ないし 11 才および 16 才ないし 18 才の少年を団員に加えることはさしつかえ
ない。 




























































第 10 条 登録したスポーツ少年団は、日本スポーツ少年団本部の制定した団旗を
受け、これを使用することができる。 
第 11 条 登録したスポーツ少年団は、市区町村スポーツ少年部、都道府県スポー
ツ少年団本部および日本スポーツ少年団本部の計画した行事に参加し、
また代表を派遣することができる。 
第 12 条 登録したスポーツ少年団は、市区町村スポーツ少年部より精神援助のほ
か、施設、用具の賃与または斡旋およびその他の物質的援助を受けるこ
とができる。 












第 14 条 登録したスポーツ少年団は、登録後にその内容に変更があった場合は、
その都度市区町村スポーツ少年部に報告するものとする。 





















1）日本スポーツ少年団本部規程は 1962（昭和 37）年 4 月に制定されたものの、そ
れが施行されたのは日本スポーツ少年団が設立された 6 月 23 日からであった。そ




















1）朝日新聞（1962）1 月 18 日付 7 面． 
2）朝日新聞（1962）4 月 28 日付 11 面． 
3）朝日新聞（1982）6 月 9 日付 3 面． 
4）朝日新聞夕刊（1958）5 月 12 日付 3 面． 
5）朝日新聞神奈川版（1954）1 月 26 日付 8 面． 
6）神奈川新聞（1949）9 月 19 日付 1 面．  
7）神奈川新聞（1953）8 月 14 日付 2 面． 
8）徳島新聞（1956）8 月 16 日付 3 面． 
9）毎日新聞（1947）1 月 4 日付 2 面． 
10）毎日新聞（1953）7 月 18 日付 5 面． 
11）毎日新聞（1955）3 月 15 日付 2 面． 
12）毎日新聞（1956）7 月 5 日付 7 面． 
13）毎日新聞（1956）7 月 22 日付 3 面． 
14）毎日新聞（1956）7 月 25 日付 7 面． 
15）毎日新聞（1956）7 月 27 日付 1 面． 
16）毎日新聞（1958）1 月 23 日付 7 面． 
17）毎日新聞（1958）6 月 2 日付 9 面． 
18）毎日新聞（1958）11 月 12 日付 9 面． 
19）毎日新聞（1958）12 月 5 日付 9 面． 
20）毎日新聞（1958）12 月 14 日付 7 面． 
21）毎日新聞（1958）12 月 21 日付 7 面． 
22）毎日新聞（1958）12 月 23 日付 7 面． 
23）毎日新聞（1958）12 月 26 日付 11 面． 
24）毎日新聞（1958）12 月 28 日付 9 面． 
25）毎日新聞（1958）12 月 30 日付 7 面． 
26）毎日新聞（1959）1 月 11 日付 9 面． 
27）毎日新聞（1959）5 月 19 日付 12 面． 
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28）毎日新聞（1959）5 月 27 日付 1 面． 
29）毎日新聞（1959）5 月 30 日付 7 面． 
30）毎日新聞（1960）7 月 14 日付 11 面． 
31）毎日新聞（1961）3 月 8 日付 11 面． 
32）毎日新聞（1962）4 月 28 日付 9 面． 
33）毎日新聞夕刊（1954）9 月 4 日付 3 面． 
34）毎日新聞夕刊（1956）11 月 22 日付 5 面． 
35）毎日新聞夕刊（1958）5 月 13 日付 3 面． 
36）毎日新聞夕刊（1958）5 月 14 日付 1 面． 
37）毎日新聞夕刊（1958）10 月 17 日付 5 面． 
38）毎日新聞神奈川版（1949）5 月 11 日付 2 面． 
39）毎日新聞神奈川版（1949）8 月 21 日付 4 面． 
40）毎日新聞神奈川版（1954）3 月 28 日付 8 面． 
41）読売新聞（1962）4 月 28 日 6 面． 
42）読売新聞（1962）6 月 22 日付 7 面． 
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